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事実婚の法的保護と内縁保護法理についての一考察













































仕方ナイ｣と答弁している (法務大臣官房司法法制調査部監修 ･前掲注 (1)185-186頁)0
3 法定推定家督相続人は､明治民法による家制度において､家の永続ということが重大な要請であったため､もし戸主を失っ
たときに家督相続人がいないことで家が断絶しないようにするために､法定推定家督相続人は家を去ることができないと規
定された (谷口知平 F日本親族法』149頁 (信山社､復刻版､1989年))0
1二宮周平 7事実婚の現代的課題』 3-5頁 (日本評論社､1990年)､太田武男 『現代の内縁問題』9-lo衷 (有斐閣､1996
年)0
5川井教授は､当該事件についての結論に対応する判決理由でなくても､当該事件についての解決の指針を示しかつその理
由を説く判旨は広義の ｢判決理由｣に属するから､婚姫予約理論は傍論でなく､広義の ｢判決理由｣であるとする (川井健
｢内線の保護｣F現代家族法大系2∠12頁以下 (有斐閣､1980年))0
6 ｢婚梱予約｣ないし ｢婚姻の予約｣という言葉は､婚姻外の男女関係に法的救済を､与えるかどうかが問題になった事案
の処理に際して､判例上発達してきた言葉である (太田 ･前掲往 く4)4頁)0｢婚姻の予約とは､将来夫婦になろうという
合意 (契約)であるが､しかし､判例は- 婚鰯の儀式を挙げて成立した実質的な夫婦共同生活も､届出がないこと- ･
を婚姻の予約とした｡そして､かような実質的な夫婦共同生活が一方の責に帰すべき事由によって破綻した場合に､婚姻予
約の不履行として損害賠償を認めた｣(我妻栄 r-親族法』188頁 (有斐閣､オンデマンド版､2001年)).
7 中川善之助 F日本親族法』280頁 (月本評論社､1942年)0
8挙式 ･同居開始日と婚姻届出目の期間が､1ケ月未満の届出の割合は､1950年17.9%､1970年50.2%､1970年75.5%､1994
年73.9%､]年未満の届出の割合は､1994年95.7%である (善積京子 ア近代家族を超える一非法律婚カップルの声- i19頁
(青木書店､1997年))｡
9 内縁率は､1918年までの人口静態統計､1920･1925年国勢調査から推計した内縁率 (有配偶者稔数に占める内縁配偶者の
割合)から､男性約17%､女性約16%前後であった (二宮周平 ｢日本民法の展開 (3)判例の法形成一内縁｣広中俊雄-星
野英一編 F民法典の百年 Ⅰ』343頁 (有斐閣､1998年))o現在の内縁率は､｢内縁の全婚姻に占める割合は､今日ではおよそ
2%と推測されている (泉久雄 『親族法』172貫 (有斐閣､1997年))0
t()大村教授は､｢民法の定める r婚梱iそのものは､嫁役割 ･妻役割を強制するものではない｣(大村敦志 『家族法』242頁 (有
斐閣､第2版補訂版､2004年)とするが､戦後の民法改正要綱の起草委員会による改正要絹原案の作成において､祭紀に関
































という分類カテゴリーが設けられていないため､非法律婚率の統計数値はない (善積 ･前掲注 (8)18-22頁)0
13 婚約とは､将来婚梱しようという確定的な合意であり､婚約は一種の予約であるが､一方が予約完結権を有するものでは
なく予約完結権を行使して婚姻には到れない｡また､婚約の成立には､結納の授受､婚約指輪の交換等一定の形式は必要で



























































































































































































35二宮周平 『事実婚の判例総合解説』20頁 (信山社､2006年)､同･前掲注 (28)22頁｡
36二宮 ･前掲往 く28)24頁｡二宮 ･前掲注 (35)23頁｡
37我妻 ･前掲注 (6)20ト 210頁｡
48
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効果としては､同居 ･協力 ･扶助義務 (民752条)､貞操義務 (民770条 1項 1号)､婚姻費用分担義務
(民760条)､日常家事債務の連帯責任 (民761条)､夫婦特有財産 (民762条 1項)､帰属不明の財産の
共有推定 (民762条2項)の規定が適用される38｡社会保障上では､社会保障が､事実上の家族共同
生活を対象としているため､健康保険の各種給付 (健康保険法3条7項)､育児 ･介護休業の利用が



















































図的に選択された事実上の婚姻関係である ｢故意的 ･選択的内縁53｣｢事実的 ･偶然的内縁54｣ ｢選ば
れた内縁55｣｢現代的内縁56｣-と変化してきている57｡
16大村 .前掲注 (10)227頁o
IT武井正臣 ｢内縁の法的保護の再検討｣高梨公之教授還暦祝賀 『婚姻法の研究 (上)』158頁 (有斐閣､1976年)､太田.前掲
注 (4)87-89頁､青山道夫-有地亨編著 『新版注釈民法 (21)親族 (1)亡259頁 〔二宮孝富〕(有斐閣 2004年)).
48大村 ･前掲注 (10)224頁｡
19中川幸之助教授は､内縁の発生原因を､嫁が家風に合うかどうか､家の後継ぎの子を出産できるかどうかわかるまで婚姻
届を出さない原因のものを ｢故意的 ･選択的内縁｣､法廷推定家督相続人は他家に入ることができない､両親 ･戸主の同意
がなくて婚姻届が出せない等法的な婚姻阻害要因が原因のものを ｢法律的 ･必然的内縁｣､工場 ･鉱山労働者層の法律知識
の欠乏や関心がないことと､届出制度の利用の不便さで婚姻届が出されていない原因によるものを ｢事実的･偶然的内縁｣
と表現し､さらに ｢故意的 ･選択的内縁｣に中に､男女対等の考え方から選ばれた内縁を挙げているとする (二宮 ･前掲注
(4)5-6頁､太田･前掲注 (4)13頁)0
50武井 ･前掲注 (47)159頁｡




































58鈴木禄弥 『親族法講義』86-87頁 (創文社､1988年)､鈴木禄弥-唄孝一 『人事法Ⅰ』157頁 (有斐臥 1980年)､内田貴 『民
法Ⅳ親族 ･相続』144頁 (東京大学出版会､補訂版､2004年)0
59 二宮周平 ｢内縁と事実婚｣判タ1100号98貫 (2002年)0
60二宮 ･前掲注 (59)98頁｡
61水野紀子 ｢事実婚の法的保護｣石川稔=中川淳=米倉明編 『家族法改正-の課乱 70貫 (日本加除出版､1993年)0
62二宮 ･前掲注 (4)33頁､唄孝一 ｢内縁ないし婚姻予約｣法教3号 37-41頁 (1962年)0

































67大村 ･前掲注 (10)238頁､二宮 ･前掲注 (4)31-36頁､武井 ･前掲注 (51)6頁｡
68泉久雄 ｢内縁問題に思う｣明山和夫 〔ほか〕編 太田武男先生還暦記念 『現代家族法の課麓と展望』107-121頁 (有斐閣､
1982年)0
69泉 ･前掲注 (68)121頁｡










































77鈴木-唄 ･前掲注 (58)149頁以下､鈴木 ･前掲注 (58)79頁以下｡
































81泉 ･前掲注 (68)120-121頁｡しかし､｢日的たる事業｣(民667粂)といえるか問題があるとする(大村 ･前掲注 (10)234貫)0
82水野 ･前掲注 (66)614頁｡
83二宮 ･前掲注 (35)197頁｡
84 二宮 ･前掲注 (35)197頁｡
85二宮 ･前掲注 (38)62頁｡




































































































101善積教授の ｢非婚カップル調査｣では､婚姻届を出さない理由 (複数回答)として ｢夫婦別姓を通すため｣｢戸籍制度に反
対｣が女性で9割近くを占め､男性は6割以上である｡この2項目が男女とも婚姻届を出さない最も大きな選択動機になっ
ているとする (善積 ･前掲注 (8)42頁)0
102 内田 ･前掲注 (58)145頁｡
103泉 ･前掲注 (68)121頁｡
104フランスでは､民事連帯協約に関する1999年11月]5日の法律第944号パックス (PACS､Lepacteeivildeso】ldariteの略)
という新しい非法律婚カップルの制度を創設した｡そのため､フランス民法典に新たにパックスと内縁の定義が規定された｡
それによると､パックスとは､｢｢異性または同性の､成年に逢した2人の自然人による､共同生活を送る旨の契約｣(仏民515
-1粂)と規定され､内縁とは､｢カップルとして生活する異性または同性の2名の者の間における安定性および継続性を
示す共同生活によって特徴づけられる事実上の結合｣(仏民515-8粂)と規定される (大島梨沙 ｢フランスにおける非婚カッ
プルの法的保護 (1)｣北法57巻6号124･126･149頁)0
57
事実婚の法的保護と内縁保護法理についての一考察 古川 輝子
法所定の婚姻をする意思の合致が存したことがないことと､意図的に婚姻 (法律婚)を回避している
ことを強調している｡それは､法律婚を意図的に回避する事実婚について､婚姻意思という要件が充
足されていないことを指摘し､要件緩和志向を否定しているとする見解がある105｡ しかし､判例 ･
学説において､事実婚の婚姻意思について合理的な判断がなされていないと考える｡ 内縁 ･事実婚の
婚姻意思についての詳細な検討は重要なことであると思われるので今後の課題にしたい｡
また､平成8年1月16日法制審議会民法部会106による ｢民法の一部を改正する法律案要綱案｣ に
よると､夫婦別姓の要綱が掲げられ､要綱の第三に夫婦の氏として､｢- 夫婦は､婚姻の際に定め
るところに従い､夫若しくは妻の氏を称し､又は各自の婚姻前の氏を称するものとする｡｣｢二 夫婦
が各自の婚梱前の氏を称する旨の定めをするときは､夫婦は､婚姻の際に､夫又は妻の氏を子が称す
る氏として定めなければならないものとする｡｣とある｡家族法の改正の動向に注目したいと考える｡
105吉田･前掲注 (86)483頁｡
106平成8年1月16日法制審議会民法部会 (http://www.moj.go.jp/SHINGI/960226-1.html)
58
